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日本製鉄：気候変動政策関与の概要  

投資家向けブリーフィング：日本製鉄 2024年定時株主総会における気
候変動政策関与に係る株主提案について 

 
エグゼクティブ・サマリー  

■ 投資家らは、日本製鉄に気候変動に関する三つの株主提案を提出した。そのうちの一つは同社

の気候変動政策関与に対して開示・レビューを求めるものである。 

■ 日本製鉄は日本で非常に影響力のある企業である。InfluenceMapの分析によると、同社とその

主要な業界団体は、日本および世界の様々な気候変動関連政策に否定的かつ戦略的に関与して

いるとわかった。  

■ 日本製鉄は、自社の政策的立場や業界団体の所属について、完全な透明性のある情報開示を行

っていない。同社の現在の情報開示は、「責任ある企業気候変動ロビー活動に関するグローバ

ル基準」に基づく投資家の期待事項を大幅に下回っていることが明らかになった。 

■ 本ブリーフィングは、株主決議の提案 3に対して日本製鉄の気候変動政策関与に関するデー

タ・内容のみに関するものである。 

■ 背景：2024年 6月 21日、投資家らは日本製鉄に対し、「全世界における気候及び脱炭素化関連

の政策に対する立場並びに自らによる直接のロビー活動及び業界団体への参加を含むロビー活動

について各事業年度毎に開示するものとし、 かかる政策に対する立場及びロビー活動が 2050 年

までにカーボンニュートラリティを達成するとの目標と整合するかにつき検証するとともに、当

該目標と整合しないかかる政策に対する立場及びロビー活動についての是正策を説明するものと

する」ことを求める株主決議を行う。本ブリーフィングは、日本製鉄による気候変動政策への関

与とその開示について、InfluenceMapの分析結果をまとめたものである。 

■ 直接的な政策関与（企業単独による関与）：InfluenceMapの分析によると、日本製鉄の直接的な

気候変動政策関与は、温暖化を 1.5°Cに抑えるというパリ協定の目標達成に向けた科学的知見に

基づく道筋と不整合である。日本製鉄は、再生可能エネルギー政策を度々支持していない一方

で、 日本の主要なエネルギー政策である次期第 7次エネルギー基本計画に関する 2024年 5月開

催の政府審議会などで、原子力と並んで火力発電の利用継続・新築を主張している。同社は、

https://lobbymap.org/company/Nippon-Steel
https://climate-lobbying.com/
https://climate-lobbying.com/
https://www.nipponsteel.com/common/secure/news/20240516_200.pdf
https://lobbymap.org/evidence/361753fceb9899d98358df24f0ce44be
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2018年から 2022 年まで一貫して日本で炭素税や排出量取引などのカーボンプライシング政策に

反対してきた後、政府が最近提案した成長志向のカーボンプライシング制度を条件付きで支持し

ていることが見受けられる。 

■ 間接的な政策関与（業界団体を含む第三者組織による、企業に代わって行われる関与）：

InfluenceMapの分析によると、日本製鉄は、パリ協定の 1.5°C目標と不整合かつ活発的1な気候変

動政策関与を行う 2つの業界団体（ InfluenceMapのシステムに基づき D、またはそれ以下の評

価）と、部分的に整合した活動的な気候変動政策関与を行う 8つの業界団体（B-から D＋評価）

に所属している。特に、同社は日本経済団体連合会（経団連）と日本鉄鋼連盟の役員を務めてい

る。両団体は戦略的に政策関与を行なっており、国内外の主要な気候変動政策に否定的に関与し

ている証拠を示している。日本製鉄が所属する業界団体による近年の政策関与の概要は表３にあ

る。 

■ 気候変動政策関与に関する開示の正確性： InfluenceMapの分析によると、日本製鉄は、直接的ま

たは業界団体を通して間接的に行なっている特定の気候変動政策関与について、完全な透明性の

ある情報開示を行っていない。同社は、 GX推進法など、日本における特定の気候変動関連政策

への言及を含め、気候変動政策への立場や関与活動の一部を開示している。しかし、エネルギー

ミックスやその他の気候関連政策に関する開示は、表向きの気候変動に関する記述に限られてお

り、 InfluenceMapのデータベースで確認された気候変動政策に直接関与した事例は言及されてい

ない。これは、日本の成長志向のカーボンプライシング、炭素税、排出取引制度、循環型社会政

策を含む。また日本製鉄は、経団連、日本鉄鋼連盟、世界鉄鋼協会（World Steel Association）へ

の所属やそれらを通じた間接的政策関与に関する情報を一部開示しているが、 InfluenceMapが特

定した具体的な立場や関与の詳細に言及せず、表向きの気候変動に関する記述に限定されてい

る。さらに、カーボンフロンティア機構、中部経済連合会、経済同友会を含む、気候変動政策に

活発的に関与している 7つの業界団体の所属に対して、開示していない。 

■ 気候変動政策関与に関するレビュー：日本製鉄は、  2022年の「責任ある気候変動ロビー活動に

関するグローバル基準」の一部として機関投資家が提示した基準に沿った気候変動政策関与活動

に関するレビューを公表していない。同基準は、企業が気候政策への関与（直接及び業界団体を

通した間接的なもの）がパリ協定の 1.5℃目標に整合していることを確認するため、詳細な年次

レビューを公表する必要性を強調している。 

 

1 InfluenceMap の評価で関与の度合いが 12%以上の業界団体。  

 

https://lobbymap.org/evidence/a765a663f91b0a2e5595219f41974cb6
https://influencemap.org/evidence/ebe355909e1fb79894ca53330eb017b6-2
https://lobbymap.org/evidence/c1972100c9d3cbc9cc1911632aabefce
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Business-Federation-Keidanren/projectlink/Japan-Business-Federation-Keidanren-In-Climate-Change
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Iron-and-Steel-Federation-b82bac40df96d7354a13cdf3c60ab1ae
https://influencemap.org/evidence/c180f2c7c9ee12d2f5d3def689344447
https://lobbymap.org/evidence/c1972100c9d3cbc9cc1911632aabefce
https://influencemap.org/evidence/180055337822c7b8a1803fa19f4dcdf6
https://influencemap.org/evidence/8cd4737c6bcd4d40fea020efb1715b42
https://lobbymap.org/evidence/178ff060208141d19762af227c063038
https://lobbymap.org/evidence/178ff060208141d19762af227c063038
https://lobbymap.org/relation/World-Steel-Association-and-Nippon-Steel-Sumitomo-Metal-29e20f06cade7d0fec8d130091edf0e1
https://influencemap.org/evidence/2703d2e5d1d9bc663f662c82d5d548ea
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Coal-Energy-Centre-JCOAL-11da4a573b8410af5e7be4481bb6f8f8
https://lobbymap.org/influencer/Central-Japan-Economic-Federation-e3d78dae93e8e61e559dadd8ee46a316
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Association-of-Corporate-Executives-51972b961724fad291e23eeb5c8c79eb
https://climate-lobbying.com/wp-content/uploads/2022/03/2022_global-standard-responsible-climate-lobbying_APPENDIX.pdf
https://climate-lobbying.com/wp-content/uploads/2022/03/2022_global-standard-responsible-climate-lobbying_APPENDIX.pdf
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背景：気候変動政策関与における株主提案 

現在、気候変動政策関与をめぐる課題は、投資家の気候変動に関するスチュワードシップのアジェン

ダとして定着している。これは、Climate Action 100+（CA100+）の投資家エンゲージメント・プロセ

スには不可欠な要素であり、今や 700を超える機関投資家が署名し、運用資産総額は約 68兆ドルを
超える。 

CA100＋のオフィシャルデータプロバイダーである InfluenceMapは、パリ協定に基づくベンチマーク

に照合し、気候変動政策への企業の取り組みを追跡、評価、採点するグローバルなプラットフォーム

を運営している。このプラットフォームは現在、約 500社とその主要な 250の業界団体を対象とし
ている。 
 
InfluenceMapが定める「政策関与」の定義は、国連の「企業が気候変動政策に責任を持って取り組む

ためのガイド」を参照している。これによると、「政策関与」は広告、SNS、広報、研究費用のスポ
ンサー、規制当局や選出議員との直接的な接触等が含まれる。 
 
本ブリーフィングは、2024年 6月 21日に開催される日本製鉄年次株主総会における株主決議（図
表 1）に先立ち、同社の直接的及び間接的な気候変動政策関与の概要、それに関する開示とレビュー
プロセスをまとめたものである。 
 

図表  1：  日本製鉄 2024 年定時株主総会における株主決議 

株主決議：気候変動政策に関連する直接的・間接的な立場とロビー活動の年次開示とレビュー 

提案株主：  

Legal & General Investment 

Management (LGIM) 及び 

Australasian Centre for Corporate 

Responsibility (ACCR) 

株主総会  
開催日：  

2024年 6月 21日 

 

株主提案の概要：  

 

全文はこちら。 

提案３：本会社定款に以下の規定を追加する：「本会社は、全世界における気候及

び脱炭素化関連の政策に対する立場並びに自らによる直接のロビー活動及び業界団

体への参加を含むロビー活動について各事業年度毎に開示するものとし、 かかる

政策に対する立場及びロビー活動が 2050年までにカーボンニュートラリティを達

成するとの目標と整合するかにつき検証するとともに、当該目標と整合しないかか

る政策に対する立場及びロビー活動についての是正策を説明するものとする。」 

 

 

 

 

 

 

https://www.climateaction100.org/about/#_blank
https://unglobalcompact.org/library/501
https://unglobalcompact.org/library/501
https://www.accr.org.au/news/shareholder-resolutions-to-nippon-steel-corporation-on-climate-targets-executive-compensation-and-climate-lobbying-disclosures/


2024年 6月  

 

日本製鉄：気候変動政策関与の概要                                                                                                                           

 4 

 

日本製鉄の気候変動政策関与の要旨 

企業による気候変動政策関与を分析することは、ネット・ゼロ経済へのトランジションにおけるコー

ポレート・ガバナンスや経営層の思考を測る有力な指標となる。したがって、企業の気候変動政策関

与がパリ協定の 1.5°C目標と矛盾している場合、その企業のビジネスモデルが低炭素社会に向けた転
換の準備ができていないことを示唆している。 

InfluenceMapの方法論は、七つの一般公開されているデータソースより、様々な気候変動関連政策の

動向に対する企業や業界団体の関与のエビデンスを収集している。各エビデンスは、IPCCの科学的
知見や、パリ協定の実現を図る明確な意図に基づく各国政府政策に基づき作成されたベンチマークと

照合してスコア付けされる。このプロセスにより、数百ものエビデンスが評価され、企業や業界団体

の気候変動政策関与がパリ協定の 1.5℃目標にどの程度整合しているかを評価する強力な根拠とな
る。（当社ホームページにて公開） 

InfluenceMapの日本製鉄のプロフィール（この評価の根拠となる各エビデンスへのアクセスを含む

は、こちらから参照されたい。 日本製鉄が所属する業界団体との関係に関する分析と各団体の詳細
なプロフィールは、「関係性スコアの詳細」タブより見ることができる。この評価の概要は以下の図

表 2に示されている通り。 

図表 2：  InfluenceMap による日本製鉄の評価概要 

日本製鉄  

  
パフォーマ
ンス・バン

ド  

 

D 

 パフォーマンス・バンド（A+から F）：気候変動政策への企業の関与・働
きかけの総合評価。組織スコアと関係性スコアから構成される。 

A+は、1.5℃目標に沿った気候変動政策を全面的に支持していることを示
し、Dから Fの評価は、気候変動政策への関与が徐々に否定的になっている

ことを示す。 

組織スコア 40% 

 
組織スコア（0 から 100）：科学的根拠に基づいたベンチマークと照らして

企業または団体による気候変動政策への働きかけを評価するもの。 
50以下のスコアは、1.5℃目標と不整合であることを示唆する。 

 

関係性スコ

ア  

 

53% 

 
関係性スコア（0 から 100）：企業が関係を持つ経済・業界団体による気候

変動政策への働きかけを評価するもの。 
50以上 74以下のスコアはパリ協定との間に整合性と不整合性が混在してい

ること、50未満のスコアは不整合を示唆する。 

 

関与の度合

い  

 

38% 

 

関与の度合い（0 から 100）：気候変動政策への働きかけがどの程度戦略
的、積極的に行われているかを示す。12以上のスコアは活発な関与、25以

上のスコアは戦略的な関与を示す。 

 

 

 

https://lobbymap.org/page/Our-Methodology
https://lobbymap.org/company/Nippon-Steel
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日本製鉄による直接的な気候変動政策関与の要旨 
 

InfluenceMapによる日本製鉄の直接的な気候変動政策関与の分析は、349件に上るエビデンスに基づ
いており、2022年以降に記録されたものは 158件であった。InfluenceMapのシステム上、直近のエ

ビデンスがスコアに対してより比重が高い（詳しくは方法論を参照）。 

日本製鉄の気候変動に関する表向きのメッセージは、肯定的なものと否定的なものが混在している：  

■ 2023年 6月の環境省の審議会で、日本製鉄はカーボンニュートラルの実現に伴うコストの高さを

強調したように見受けられた。 

■ 2023年 6月の経済産業省の審議会で、日本製鉄は気候変動に対応するための政府主導の投資の強

化を支持した一方、その他の規制や政府介入の必要性に対して明確な見解を示さなかった。 

2018 年から 2022年にかけて日本のカーボンプライシング政策を一貫して弱めようとしてきた後、日

本製鉄は昨今、日本の 2028年に導入される炭素賦課金と、2026年から導入される産業界主導の自主

的排出権取引のハイブリッドコンセプトである成長志向型カーボンプライシングを条件付きで支持

していることが見受けられる。  

■ 2022年 9月、経済産業省の審議会で、日本製鉄は「産業への先行課税は、開発リソースを奪うこ

とになり、（中略）我が国産業全般の国際競争力の喪失に直結」とし、炭素税を支持しなかった

ことがうかがえる。 

■ 2023年 2月、経済産業省共催のシンポジウムで、日本製鉄は研究開発を阻害しないことを含む条

件付きで、成長に資するカーボンプライシングを支持したことがうかがえる。 

日本製鉄は、日本の国別目標（NDC、2025年に改定予定）に対して、以前は概ね否定的な立場をと

った。  

■ 2021年 5月、日本経済新聞によると、当時の日本製鉄社長、現会長の橋本英二氏は、記者会見で

日本の 2030年温室効果ガス 46％排出削減目標の実現可能性に疑問を呈し、「現実を預かる立場

としては『46%減』と無責任なことは言えない」と述べた。 

■ 2021年 4月の環境省の審議会で、日本製鉄は 2023年の目標を、  脱炭素化に向けた国際的な取り

組みをリードする政府の意向として受け止めつつ、どのように達成できるかを見極めるためには

さらなる研究が必要だと強調し、不明確な立場をとった。 

■ より最近では、2024年 1月に掲載された日刊工業新聞の記事によると、日本製鉄の顧問は日本の

2030年目標達成に向けた努力を評価し、世界の進捗と IPCCの 1.5°Cシナリオには大きな隔たりが

あることを強調したが、NDCの改定についての見解は示さなかった。 

https://influencemap.org/page/Our-Methodology
https://lobbymap.org/evidence/00ab99ddc6254d02a37be8b9eaef7d0b
https://influencemap.org/evidence/be02de116fcc4ef2802cf6db8d618406
https://lobbymap.org/evidence/ebe355909e1fb79894ca53330eb017b6
https://lobbymap.org/evidence/a765a663f91b0a2e5595219f41974cb6
https://japan.influencemap.org/policy/Carbon-Tax-5346
https://japan.influencemap.org/policy/Emissions-Trading-ETS-5347
https://influencemap.org/evidence/180055337822c7b8a1803fa19f4dcdf6
https://lobbymap.org/evidence/c1972100c9d3cbc9cc1911632aabefce
https://www.nikkei.com/article/DGXZQOUC07E810X00C21A5000000/
https://lobbymap.org/evidence/6f852dcd2d0f62e3d7a0d49bd6bb3518-2
https://lobbymap.org/evidence/a1e216e7eb500686e83988772d38151a


2024年 6月  

 

日本製鉄：気候変動政策関与の概要                                                                                                                           

 6 

 

日本製鉄は再生可能エネルギー政策を支持していない一方で、 原子力と並んで火力発電を支援する

よう政府に主張していることが見受けられる。  

■ 2024年 5月、今年策定予定の第 7次エネルギー基本計画に関する経済産業省の審議会で、日本製

鉄は「再エネ導入のハードルが高いという日本のいろんな制約条件」を強調し、原子力の利用と

並んで火力発電の新設を「強く要請」した。 

■ 2023年 6月の資源エネルギー庁の審議会で、日本製鉄は再生可能エネルギーに対して、「コスト

条件が不利」と強調し、「産業界としては原子力ということ以外には考えにくい」と述べた。  

■ 証拠によると、同社は以前、2020年 11月の資源エネルギー庁の審議会などで、再生可能エネル

ギーの固定価格買い取り制度（FIT）を弱めようと働きかけたことがうかがえる。2022年 1月に

日本鉄鋼連盟のウェブサイトに掲載された声明で、橋本氏は FITによるコストを強調し、「早急

に電気料金制度の抜本的な見直し」を求めた。 

電力セクターに関する IPCC のガイダンス  

日本製鉄の見解は、IPCCの 2022年気候変動緩和報告書および 1.5℃温暖化に関する特別報告書と整合してい

ない。これらの報告書では、2030年までに地球温暖化を 1.5℃に抑え、オーバーシュート（目標とする大気中

濃度を一時的に超えるシナリオ）を起こさない、あるいはそれを限定的に抑えるシナリオでは、世界の発電

に占めるガスの割合は平均 20.18％に低下し、2050年には約 8％になると述べている。石炭の比率は 2030年

までに 7.28%に低下し、2050年には事実上ゼロになる。さらに、IPCCの 1.5℃パスウェイの多くでは、2050年

までにエネルギーミックスに占める原子力の割合が増加するように伺えるが、IPCCは、化石燃料を段階的に

廃止し、再生可能エネルギー主体のエネルギーシステムに移行する上での原子力の役割を強調している。 

また、IPCCは水素とアンモニアをゼロ・カーボンまたは極めて低炭素なエネルギー源から製造する必要性を

強調し、電力部門の脱炭素化における水素とアンモニアの役割について限定的なガイダンスを示している。

IPCCのガイダンスの詳細な引用については、InfluenceMapの報告書の付録②を参照されたい。 

 

日本製鉄は鉄鋼製造の脱炭素化政策に対して、相反する立場を示している。当社はグリーン水素と

グリーン電力の利用を支持しているが、水素、火力発電、原料炭の脱炭素化については曖昧なま

ま、政府による推進策を主張している。  

■ 2024年 5月の資源エネルギー庁の審議会で、日本製鉄は鉄鋼製造において、電炉の利用増加とグ

リーン水素・グリーン電力インフラの増加を支持したが、電炉化に向けて原子力の利用と並んで

火力発電所の新設を主張したことがうかがえる。 

https://influencemap.org/evidence/361753fceb9899d98358df24f0ce44be
https://influencemap.org/evidence/622482724bba0fb43747b64e9bdbea8e
https://influencemap.org/evidence/aa2e33d45a4302fa2a23fa22cb02fe2b-2
https://www.ipcc.ch/report/ar6/wg3/
https://www.ipcc.ch/sr15/
https://www.ipcc.ch/sr15/
https://influencemap.org/briefing/Japan-GX-Policy
https://influencemap.org/evidence/0ce4bc1006c785b062c4b6caf39a2de8
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■ 2024年 5月に掲載されたロイターのニュース記事によると、日本製鉄は原料炭の供給を維持する

ようにオーストラリア州政府に主張した。 

■ 2023年 9月の経済産業省の審議会で、日本製鉄はグリーン電力・グリーン水素の供給を増加させ

るための政策と政府の資金提供を支持した一方で「操業の安定性確保のために最小限の石炭の使

用が必要」  とし、脱炭素製造プロセスへの移行の時間軸に対して曖昧なまま CCUSと原料炭の利

用を支持した。  

■ 日本製鉄は、鉄鋼製造においてグリーン水素の使用と供給の増加を明確に支持していることがあ

る一方で、水素の脱炭素化の必要性については、時折不明確な立場をとっている。例えば、2023

年 5月の経済産業省の審議会では産業用の水素利用を主張したが、脱炭素化に関する立場を明ら

かにしなかった。  

 

業界団体を通じた間接的な気候変動政策関与の要旨 

InfluenceMapの LobbyMapプラットフォームは、企業に対し適用されている同じベンチマークと方法

論を用いて、250以上の業界団体の気候変動政策への関与を追跡・分析している。このように、各団
体の政策関与がパリ協定の 1.5℃目標と整合するベンチマークと照合して評価される。 

本セクションでは、日本製鉄が所属する主要業界団体に関する InfluenceMapの分析の詳細を説明す

る。各団体へのオンラインプロフィールへのリンクを含む、日本製鉄が所属するすべての業界団体の

ランキング表は、付録 Aにて掲載されている。 

■ 日本製鉄は、パリ協定の 1.5℃目標達成と整合していない気候変動政策関与（ InfluenceMapのデ

ータベースで D 以下の評価）を活発的に行っている 2つの業界団体、および、部分的に 1.5℃目

標と整合していない気候変動政策関与（B-～D+の評価）を活発的に行っている 8つの業界団体

に所属していることが見受けられる。 

■ 同社は日本経済団体連合会（経団連）と日本鉄鋼連盟において、役員を務めている。両団体は戦

略的に気候変動政策関与を行っており、日本及び海外における主要な気候変動政策に対して否定

的な立場を示唆している。例えば、経団連は 2024年 5月の経済産業省の審議会で液化天然ガス

（LNG）に対する日本政府の支援を主張し、2022年 9月に発表した 2023年度の政策提言で日本

の既存の地球温暖化対策税と新たな炭素税の導入に反対した。InfluenceMapは、一貫して日本鉄

鋼連盟が 2019年から 2022年にかけて日本で炭素税に反対した証拠を確認してきた。直近では、

日本鉄鋼連盟は 2023年 7月の欧州委員会への協議回答で EUの炭素国境調整措置（CBAM）を支

持しなかったことが見受けられた。また、2023年 12月にオーストラリア政府への諮問回答でオ

ーストラリアの CBAM導入に反対した。  

https://influencemap.org/evidence/b1493d8deaa634bd54d9e1726040253b
https://influencemap.org/evidence/ada9594459d897480585571caddccd08
https://influencemap.org/evidence/3812ea2a2f045be5a5cfd1c6dcc96801
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Business-Federation-Keidanren/projectlink/Japan-Business-Federation-Keidanren-In-Climate-Change
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Iron-and-Steel-Federation-b82bac40df96d7354a13cdf3c60ab1ae
https://influencemap.org/evidence/30480813f52c58ae414105f5503e617d
https://influencemap.org/evidence/ffe534d0a0e7751033ef5d53c607c09d
https://lobbymap.org/evidence/c643c304f28f99c677e9fb20cdc28f18
https://lobbymap.org/evidence/a765a663f91b0a2e5595219f41974cb6-1
https://influencemap.org/evidence/554d9f86719d31e830b7af23958bd89e
https://influencemap.org/evidence/0ba0f3693de8476ef26229e44f974214
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■ 経団連と日本鉄鋼連盟は、 InfluenceMapのデータベースにおいて、日本の気候変動・エネルギー

政策に最も深く関与している業界団体の 2つである。日本製鉄の代表取締役会長兼 CEOの橋本英

二氏は、2022年 5月まで日本鉄鋼連盟の会長を務め、日本製鉄の今井正社長は 2024年 5月に同

団体の会長に選出された。また、日本製鉄は経団連の中で複数の役員を兼任している。これらの

うち、代表取締役会長兼 CEOの橋本英二氏は経団連の副会長兼理事であり、産業競争力強化委員

会の委員長を務めている。産業競争力強化委員会は、2024年 3月に経済産業省に提出した、第 7

次エネルギー基本計画を含む日本のエネルギー・産業政策に関する、経団連の政策提言を取りま

とめる役割を担っており、この役割は特に重要である。同提言は、日本の今後の気候変動目標、

エネルギーミックス、産業の脱炭素化、カーボンプライシング政策などに大きな影響を与える

2040年の産業戦略策定に向けた議論への参画や提言等を行っていく意向を表明した。 

■ 日本製鉄は、気候変動政策に活発的に関与しているカーボンフロンティア機構、中部経済連合

会、世界鉄鋼協会（World Steel Association）でも役員を務めている。カーボンフロンティア機構

は日本で最も否定的に関与を行なっている業界団体の一つであり、日本のエネルギーミックスに

おいて石炭の役割の継続を主張している。例えば、2023年 1月に資源エネルギー庁に提出した政

策提言で、アンモニアとバイオマスの混焼によってエネルギーミックスでの石炭の将来の利用を

可能にする投資やインフラを促進した。中部経済連合会は、2023年 3月に発表した意見書で、電

力発電において天然ガスと水素の混合、アンモニアと石炭の混焼を推進するなど、日本のエネル

ギーミックスに否定的に関与してきている。また、世界鉄鋼協会は、以前は気候変動政策に対し

て肯定的なものと否定的なものが混在した立場をとってきたことが見受けられるが、近年はより

前向きなものになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://lobbymap.org/evidence/c84ae19d972444d3b204840c78be5c42
https://lobbymap.org/evidence/9f37d0d00efd3fff116e0811c51162ce
https://lobbymap.org/evidence/43c587aeeec14b4286d34821400f0034
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Coal-Energy-Centre-JCOAL-11da4a573b8410af5e7be4481bb6f8f8
https://lobbymap.org/influencer/Central-Japan-Economic-Federation-e3d78dae93e8e61e559dadd8ee46a316/projectlink/Central-Japan-Economic-Federation-in-Climate-Change-dcd74fedbce4d624a5f10ce31f58725d
https://lobbymap.org/influencer/Central-Japan-Economic-Federation-e3d78dae93e8e61e559dadd8ee46a316/projectlink/Central-Japan-Economic-Federation-in-Climate-Change-dcd74fedbce4d624a5f10ce31f58725d
https://lobbymap.org/influencer/World-Steel-Association-071ffc33014949368137c8cc839af67a
https://lobbymap.org/evidence/bed4b49a25355ae30dc7aa4751eaa9d3
https://lobbymap.org/evidence/bed4b49a25355ae30dc7aa4751eaa9d3
https://lobbymap.org/evidence/f8b37661e5ccc8f0d009d21a96aab8b1
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図表 3は、３つの主要業界団体の概要と、直近の気候変動政策への関与事例を示している。日本製鉄

の全業界団体のプロフィールの詳細は、表中のリンク、付録 A、または日本製鉄のオンラインプロフ

ィールの「関係性スコアの詳細」タブから参照されたい。 

日本製鉄の主要業界団体による直近の気候変動政策関与のエビデンス 

業界団体  

パフォーマ

ンス・バン

ド  

会員の種類  
日本製鉄との

関係性  
直近の気候変動政策関与事例 

日本鉄鋼連盟 E+ 

 

 

日本製鉄の社長

が日本鉄鋼連盟

の会長を務める 

■ 2023年 12月：オーストラリア政府の「炭素リ

ーケージ・レビュー」に対する協議回答で、鉄

鋼製品における温室効果ガス排出基準を支持し

なかったように見受けられた。また、同協議回

答で、オーストラリアで炭素国境調整措置

（CBAM）の導入に反対した。 

■ 2023年 9月：令和 6年度税制改正に関する意

見書で、鉄鋼・コークスの製造に使用する石炭

に対する課税の免除を主張した。また、同意見

書で、化石燃料賦課金や排出量取引制度の導入

を支持しなかったことがうかがえる。 

■ 2023年 7月：欧州委員会の協議回答内で、EU

の CBAMに対して、報告義務の負担を強調、日

本のエネルギー税を控除することを提唱し、 

CBAMを支持しなかったことがうかがえる。 

■ 2023年 2月：経済産業省の審議会で、従来ま

で政府議論で提案された炭素税や排出量取引は

技術開発のリソースを奪っていたと強調しつ

つ、成長に資するカーボンプライシングを支持

したとうかがえる。 

カーボンフロンテ

ィア機構 
E+ 

日本製鉄のエネ

ルギー技術部長

がカーボンフロ

ンティア機構の

評議員を務めて

いる 

■ 2023年 12月：経済産業省の審議会で、アジア

の新興国において火力発電所やバイオマスの混

焼とアンモニアと石炭の混焼への政府支援を提

唱し、 IPCCの勧告よりも遅れたエネルギー転

換のペースを主張した。 

■ 2023年 6月：経済産業省の審議会で、日本や

その他世界中の地域において、水素・アンモニ

アの開発を通じて石炭の利用継続を主張した。

また、鉄やセメント産業における石炭の利用を

主張した。 

https://lobbymap.org/company/Nippon-Steel/projectlink/Nippon-Steel-Sumitomo-Metal-In-Climate-Change
https://lobbymap.org/company/Nippon-Steel/projectlink/Nippon-Steel-Sumitomo-Metal-In-Climate-Change
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Iron-and-Steel-Federation-b82bac40df96d7354a13cdf3c60ab1ae
https://influencemap.org/evidence/d39bcd9a0da3df4fcee285bf3391ac79
https://influencemap.org/evidence/0ba0f3693de8476ef26229e44f974214
https://influencemap.org/evidence/0ba0f3693de8476ef26229e44f974214
https://influencemap.org/evidence/375647a9349fa7c8387a7a1eb79e98b9
https://influencemap.org/evidence/375647a9349fa7c8387a7a1eb79e98b9
https://influencemap.org/evidence/8106bbe61aa94b2128ff8037d3751018
https://influencemap.org/evidence/8106bbe61aa94b2128ff8037d3751018
https://influencemap.org/evidence/554d9f86719d31e830b7af23958bd89e
https://influencemap.org/evidence/b47f937e85b84229ad56409ffc04cc66
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Coal-Energy-Centre-JCOAL-11da4a573b8410af5e7be4481bb6f8f8
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Coal-Energy-Centre-JCOAL-11da4a573b8410af5e7be4481bb6f8f8
https://influencemap.org/evidence/3ad59360638422c4eb53fd2a928d2aaa
https://influencemap.org/evidence/2db12dc41e44897185053ebb17d26351


2024年 6月  

 

日本製鉄：気候変動政策関与の概要                                                                                                                           

 10 

 

日本経済団体連合

会（経団連） 
C- 

 

日本製鉄の会長

兼 CEOが経団連

の副会長・理

事・産業競争力

強化委員長を務

めている 

日本製鉄の役員

が環境委員会地

球環境部会長、

名誉会長を務め

ている 

■ 2024年 5月：経済産業省の審議会で、排出削

減対策が講じられていない火力の発電電力量を

削減する必要性を認識した一方で、液化天然ガ

ス （LNG）への投資・インフラなど、国の関与

を一層強化することを主張した。 

■ 2023年 12月：定例記者会見で、経団連の十倉

会長は、岸田首相が排出削減対策の講じられて

いない国内石炭火力発電所の新設の終了を表明

したことを評価した一方で、アンモニアの製造

プロセスにおける脱炭素化に対して不明確なま

ま、グローバル・サウスにおいてアンモニアと

石炭の混焼を推進したことがうかがえる。 

■ 2023年 9月：令和 6年度税制改正に関する政

策提言で、廃止を含めた地球温暖化対策税や揮

発油税等の見直しを主張し、炭素税を支持しな

かったことがうかがえる。 

中部経済連合会（

中経連） 
C- 

日本製鉄の役

員が中経連の

理事を務めて

いる 

■ 2023年 3月：中経連のウェブサイト内で発行

された意見書の中で、電力発電において天然ガ

スと水素の混合、アンモニアと石炭の混焼を推

進した。 

■ 2023年 1月：内閣官房等に提出した政策提言

で、アンモニア・水素の製造プロセスを脱炭素

化について曖昧なまま、原子力発電と並んでア

ンモニア・水素への政府からの支援を主張し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://lobbymap.org/influencer/Japan-Business-Federation-Keidanren
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Business-Federation-Keidanren
https://lobbymap.org/evidence/30480813f52c58ae414105f5503e617d
https://lobbymap.org/evidence/652b1b59cf4840cc8c71b224282815ee
https://lobbymap.org/evidence/ca28f123bf884fb694a7a47466f1371a
https://lobbymap.org/evidence/ca28f123bf884fb694a7a47466f1371a
https://lobbymap.org/influencer/Central-Japan-Economic-Federation-e3d78dae93e8e61e559dadd8ee46a316
https://lobbymap.org/influencer/Central-Japan-Economic-Federation-e3d78dae93e8e61e559dadd8ee46a316
https://lobbymap.org/evidence/f8b37661e5ccc8f0d009d21a96aab8b1
https://lobbymap.org/evidence/7acf093a3ec04f6ebe4bad3508c0e88a
https://lobbymap.org/evidence/7acf093a3ec04f6ebe4bad3508c0e88a
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気候変動政策関与の開示とレビュー  

「責任ある気候変動ロビー活動に関するグローバル基準（Global Standard on Responsible Climate 
Lobbying）」は、投資家によって提唱され 2022 年 3月に始動した、気候変動政策関与に関する情報
公開のための主要なベストプラクティスの枠組みである。グローバル基準は、企業の気候変動政策関

与とパリ協定の 1.5℃目標の達成との整合性を確保するため、開示、ガバナンス、そして監督プロセ
スを網羅する 14の指標を定めている。 

2023年 9月、 InfluenceMapによる「気候変動政策関与に関する企業の開示の評価方法」が、グロー

バル基準とステークホルダーの意見に沿って正式に更新された。InfluenceMapは、以下二種類の開示

評価を行っている：  

気候変動政策関与に関する開示の正確性：気候変動政策への直接的及び間接的（業界団体を通じた）

関与に関する企業報告の正確性を評価。   

■ InfluenceMapの分析によると、日本製鉄は、自社の気候変動政策への立場や関与活動の一部を開

示しているとわかった。日本製鉄の 2023年版のサステナビリティレポート（2023年 10月に発

表）では、同社は日本における政府審議会での活動や気候変動関連政策（例： GX推進法  ）への

言及を含め、気候変動政策関与活動の一部を大まかに開示している。しかし、エネルギーミック

スやその他の気候変動関連政策に関する開示は、表向きの気候変動に関する記述に限られてお

り、気候変動政策に直接関与した事例は言及されていない。例えば、日本製鉄は 2023年 2月に

経済産業省共催のシンポジウムで、成長に資するカーボンプライシングを条件付きで支持したこ

とが見受けられ、2022年 2月の経済産業省の審議会では炭素税と排出取引制度の導入に反対し

た。また、同社は循環型社会政策や、再生可能エネルギーやガスを含むエネルギーミックスにつ

いて、日本政府に対し直接的な関与を行なってきた。 

■ InfluenceMapの分析によると、日本製鉄は、特定の政策に関する業界団体の気候政策への関与に

ついて不完全な開示をしている。2023年版のサステナビリティレポートでは、日本鉄鋼連盟、経

団連、世界鉄鋼協会への所属やそれらを通じた間接的政策関与に関する情報を一部開示している

が、具体的な立場や関与の詳細に言及せず、トップラインの気候変動に関する記述に限定されて

いる。また、カーボンフロンティア機構、中部経済連合会、経済同友会など、気候変動政策に活

発的に関与している 7つの業界団体に対して、開示していない。 

企業による気候変動政策関与に関するレビュー：パリ協定の 1.5°C目標達成と、企業の気候変動政策

関与の間に存在する不整合の具体的事例を特定、報告し、不整合があった場合それに対する是正措置

の質と網羅性の評価。 

■ 日本製鉄は、 気候変動政策関与に関するレビューを開示していない。「責任ある気候変動ロビー

活動に関するグローバル基準」は、企業が気候変動政策への関与（直接及び業界団体を通した間

接的なもの）がパリ協定の 1.5℃目標に整合していることを確認するため、詳細な年次レビュー

を公表する必要性を強調している。2024年 5月現在、アルセロール・ミッタル（ArcelorMittal）

https://climate-lobbying.com/
https://climate-lobbying.com/
https://influencemap.org/evidence/c180f2c7c9ee12d2f5d3def689344447
https://lobbymap.org/evidence/c1972100c9d3cbc9cc1911632aabefce
https://lobbymap.org/evidence/a765a663f91b0a2e5595219f41974cb6
https://lobbymap.org/evidence/8cd4737c6bcd4d40fea020efb1715b42
https://lobbymap.org/evidence/178ff060208141d19762af227c063038
https://lobbymap.org/evidence/e863f9de064b4ff8b5f485bff8406d9b
https://lobbymap.org/evidence/6b3364305edabf322494e33d8e11ea58
https://influencemap.org/evidence/c180f2c7c9ee12d2f5d3def689344447
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Coal-Energy-Centre-JCOAL-11da4a573b8410af5e7be4481bb6f8f8
https://lobbymap.org/influencer/Central-Japan-Economic-Federation-e3d78dae93e8e61e559dadd8ee46a316
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Association-of-Corporate-Executives-51972b961724fad291e23eeb5c8c79eb
https://climate-lobbying.com/wp-content/uploads/2022/03/2022_global-standard-responsible-climate-lobbying_APPENDIX.pdf
https://climate-lobbying.com/wp-content/uploads/2022/03/2022_global-standard-responsible-climate-lobbying_APPENDIX.pdf
https://ca100.influencemap.org/livescorecard/ArcelorMittal-Scorecard-37255
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は CA100+の鉄鋼企業で唯一レビューを公表している。CA100+の日本企業でレビューを公表して

いるのは日産自動車とトヨタ自動車のみで、それぞれ 0/14(0%)、3/14(21%)となり、両社とも投資

家の期待を大幅に下回っていることが判明した。 

InfluenceMap による日本製鉄の情報開示とレビュー・プロセスに関する評価はこちらより参照され

たい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付録 A：日本製鉄が所属する業界団体のランク表 

https://ca100.influencemap.org/livescorecard/Nissan-Scorecard-37362
https://ca100.influencemap.org/livescorecard/Toyota-Scorecard-37348
https://ca100.influencemap.org/lobbying-disclosures
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下表は、InfluenceMapのデータベースが現在網羅している日本製鉄が所属する業界団体を、パフォー

マンス・バンド別にランク付けしたものである。各業界団体の詳細なプロフィールは表中のリンクか

らアクセスすることができる。  

業界団体は、パリ協定の 1.5℃目標達成に対する気候変動政策への関与が、パフォーマンス・バンド
別に、整合、部分的に不整合、または不整合として、InfluenceMapによって分類されている： 

■ 整合：パフォーマンス・バンド（A+から B評価） 

■ 部分的に不整合：パフォーマンス・バンド（B-から D+評価） 

■ 不整合：パフォーマンス・バンド（D から F 評価） 

■ 低エンゲージメント：パフォーマンス・バンド該当なし 

業界団体  InfluenceMap パフ
ォーマンス・バンド   InfluenceMap 評価  

日本経済同友会  C+ 部分的に不整合 

日本原子力産業協会  C 部分的に不整合 

世界鉄鋼協会（World Steel Association) C 部分的に不整合 

日本電機工業会   C- 部分的に不整合 

日本物流団体連合会  C- 部分的に不整合 

日本経済団体連合会（経団連） C- 部分的に不整合 

中部経済連合会（中経連）  C- 部分的に不整合 

日本化学工業協会  C- 部分的に不整合 

日本貿易会 D+ 部分的に不整合 

日本産業機械工業会  
D+ 部分的に不整合 

日本アルミニウム協会  D+ 部分的に不整合 

日本船主協会 
D+ 部分的に不整合 

関西経済連合会  D 不整合 

セメント協会 D- 不整合 

https://lobbymap.org/influencer/Japan-Association-of-Corporate-Executives-51972b961724fad291e23eeb5c8c79eb
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Atomic-Industrial-Forum-JAIF-d10a568675077e31ca8cad92dabbef62
https://lobbymap.org/influencer/World-Steel-Association-071ffc33014949368137c8cc839af67a
https://lobbymap.org/influencer/The-Japan-Electrical-Manufacturers-Association-JEMA-ce0fadececbb49aa9984cb25bee76509
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Association-for-Logistics-and-Transport-016b1a57b9240c956f131332321b217a
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Business-Federation-Keidanren
https://lobbymap.org/influencer/Central-Japan-Economic-Federation-e3d78dae93e8e61e559dadd8ee46a316
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Chemical-Industry-Association-JCIA
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Foreign-Trade-Council-JFTC-a8d977e5e2a12062bb5f30d7ad6028de
https://lobbymap.org/influencer/The-Japan-Society-of-Industrial-Machinery-Manufacturers-JSIM-87c04e1c2a27d2bf9814d03b3044168d
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Aluminium-Association-c12122120ff93829a9ecde837e930b5b
https://lobbymap.org/influencer/Japanese-Shipowners-Association-JSA-3f3739a2616fac368d4865bceb77f397
https://lobbymap.org/influencer/Kansai-Economic-Federation-66a0f3f694e48ae65fef5ec2ac553e91
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Cement-Association
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日本鉄鋼連盟 E+ 不整合 

カーボンフロンティア機構  E+ 不整合 

 

付録 B： 用語解説 
■ 温暖化を 1.5℃に抑制するための科学と整合した道筋  – InfluenceMap は、気候変動に関する政
府間パネル（IPCC）の報告書を用いて、企業による気候変動政策関与の整合性を評価している。

そのため、InfluenceMap は、「科学的知見に基づく気候変動政策」を、「1.5℃に向けた努力を

しつつ、世界の気温上昇を 2℃以下に抑えるというパリ協定の目標を達成するために IPCCが強

調した道筋に整合した政策」と定義している。 

■ 責任ある気候変動ロビー活動に関するグローバル基準（以下、グローバル基準）– 気候変動政策

関与に関する開示のベストプラクティスの枠組みとして、投資家によって提唱され、2022年 3

月に始動した。InfluenceMap は、気候変動政策関与の整合性に関する評価の指標 2と 3のベン

チマークとして、グローバル基準を用いている。 

■ 実体経済での気候変動政策関与 – InfluenceMap の「政策関与」の定義は、国際連合の「企業が

気候変動政策に責任を持って取り組むためのガイド（2013年版）」に基づいており、広告、

SNS、広報、規制当局や選出議員との直接的な接触やロビー活動など、さまざまな企業活動を関
与と定義している。この政策関与が、科学的知見に基づき温暖化を 1.5℃に抑制するための道筋

と整合しているかどうかは、指標 1「実体経済での気候変動政策関与」で評価される。 

■ 気候変動政策関与に関する開示 – 企業が直接的又は間接的に（業界団体を通じて）行っている気

候変動政策関与の開示。これらの開示の正確性は、InfluenceMap独自のデータベースを用いて、

指標 2「気候変動政策関与に関する開示の正確性」にて評価される。 

■ 気候変動政策関与レビュー（以下、レビュー）– レビューとは、企業が温暖化を 1.5°Cに抑制す

るための科学的知見に基づく道筋と、（業界団体を通じた）直接的・間接的（業界団体を通じ

た）な気候変動政策関与の整合性を評価し、不整合が生じた場合に対処するための行動を詳述す

るための仕組みである。これらのレビューの質と網羅性は、指標 3「企業の気候変動政策への関

与のレビュー （不整合の是正）」で評価される。 

 

https://lobbymap.org/influencer/Japan-Iron-and-Steel-Federation-b82bac40df96d7354a13cdf3c60ab1ae
https://lobbymap.org/influencer/Japan-Coal-Energy-Centre-JCOAL-11da4a573b8410af5e7be4481bb6f8f8
https://unglobalcompact.org/library/501
https://unglobalcompact.org/library/501

